
○回帰分析を用いて、「取得価額活用方式」及び「標準的工事原価方式」（以下合わせて 

 「取得価額活用方式等」という。）の精度検証 ⇒ 統計的に、精度が高いことが分かった。 

○ 「標準的工事原価を活用した絞込み」及び「家屋の用途による絞込み」 を行った上、「取得 

   価額活用方式等」によって評価する方法には、一定の限界がある。 

▼ 

    「部分別評価と取得価額活用方式等を併用する方法」が最も有効な方法 

○新たな評価方法は、「適正な時価」を求める方法として十分に可能性があるため、更に詳細な 

   制度設計に取り組むべき 

ま  と  め  (ｐ.４７) 

「取得価額活用方式」 

 家屋の実際の工事原価に、調整率及び時点修正率を乗じた値を再建築費相当点数と 

  する方式 

「標準的工事原価方式」 

 家屋の用途や床面積等の要素から、標準的な工事原価を算出し、これに一定の調整率 

  及び時点修正率を乗じ、再建築費相当点数とする方式 

○家屋と償却資産を区分する場合は、行政庁が関与して区分すべき 等 
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新た な評価方法の検討  

新たな評価方法の基本的な考え方等 

新たな評価方法の方向性等 

○東京(特に都心部・臨海部)において大規模な建物の建築が増加 
             ▼ 
○現行の再建築価格方式による部分別評価には限界 
             ▼ 
○簡素で迅速に評価でき、かつ、納税者に分かり易い新たな評価方法の確立が必要 
            ▼ 
○新たな評価方法を検討するため、「固定資産評価に関する検討会」を設置 

○再建築価格方式の原則を崩さずに、取得価額を参考に再建築価格を求める方法について議論 

  すべき 

○現行の評価額と“等価”な値を求められる評価方法は、「適正な時価」を求める方法として合理    

   性あり 

○「適正な時価」に一定の幅がある前提で検討 

○異なる評価方法が併存することの公平性について、現行の評価額と“等価”な値を求められれば 

  問題なし 

評価方法案 

○「新たな評価方法の方向性」に基づき、現行の評価額と“等価”な値を求める方法として、「取得 

  価額活用方式」及び「標準的工事原価方式」を検討 

「工事原価」の捉え方 

○「工事原価」は「再建築費評点数」を構成する「資材費」及び「労務費」に該当するものとすべき 

○「工事原価」の的確な把握のためには、償却資産に当たる資材・設備の工事費を除く必要あり 

(ｐ.２０） 

(ｐ.１３) 

(ｐ.５) 

(ｐ.２) 

(ｐ.２７) 

主な分析等 

新たな評価方法に関するその他の論点の検討 (ｐ.３８) 

○「標準的工事原価を活用した絞込み」及び「家屋の用途による絞込み」 を行った上、「取得価 

  額活用方式等」によって評価する方法が有効 

   ただし、取得価額活用方式等の適用対象家屋を絞り込みすぎると、対象が狭くなるデメリットあり      

絞 込 み の 必 要 性 

○個別の家屋で見ると、現行の評価額と取得価額活用方式等で算出した評価額とに一定程度 
 を超える乖離があるものもあり、対象家屋の絞込みが必要であることが分かった。 

「家屋の用途による絞込み」 

 駐車場、スタジオなど特殊な用途の家屋を取得価額活用方式等の適用対象外とする方法 

「標準的工事原価を活用した絞込み」 

 「標準的工事原価方式」により算出される標準的な工事原価と実際の工事原価との割合 

  が一定の幅に入る家屋を、取得価額活用方式等の対象とする方法 

部分別評価と取得価額活用方式等を併用する方法 

新たな評価方法として、１棟の家屋の中で、特に「評価が困難で、長期間を要する部分」

（建築設備）のみを取得価額活用方式等で評価し、その他の部分を部分別評価で評価

する方法が、最も有効 


